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１．研究実施の概要

　地球温暖化防止のために定められた京都議定書は、排出権取引、共同実施、クリー

ン開発メカニズムなどの国際制度を導入し、できるだけ安い費用で先進各国が議定

書の定める温室効果ガス削減目標を達成できるようにしている。しかし、「京都メ

カニズム」と総称される、これらの国際制度の運用ルール等について国際的な合意

形成には未だ至っていない。主として経済学の観点から、京都メカニズムの合理的

な制度設計と運用ルールについて考究することが、本研究プロジェクトの第一の課

題である。もう一つの課題は、地球温暖化防止のための最適技術戦略の導出である。

４、５０年間という長期的な視野のもとに、温暖化防止に寄与する技術開発の戦略的

構図を明らかにするために、様々なモデル分析が執り行われている。

２．研究実施内容

　研究のねらいとするところは、地球温暖化防止のために二酸化炭素の排出削減策

に経済的な評価をくわえ、京都議定書の範囲内での効率的な排出削減のシナリオを

描くことである。その際、排出権取引等の京都メカニズムの有効活用と、技術開発

戦略の策定が当該シナリオの要諦となる。経済学の理論的フレームワーク、そして

実験経済学が、京都メカニズムの合理的な制度設計のために活用される。また、最

適技術戦略の導出に当たっては、システム工学的なモデル分析が有効利用される。

得られた主要な結論は下記の通り。�相対取引を主とする排出権取引は効率的な排

出削減をかなえる。�クリーン開発メカニズムによる削減費用の節減効果は絶大で

あるが、途上国側にインセンティブを与える仕組みが当面不充分であるため実効性

に乏しい。�炭素税導入のマクロ経済的影響は、適切な対応措置を講じることによ

り、中立的にとどめることができる。�二酸化炭素の固定化等の｢革新的｣技術が実

用化される時期の設定、石油枯渇の時期の設定、原子力発電の導入可能性の評価等

により、最適技術戦略の振り幅は大きい。�電力自由化の進捗を円滑化するために

は、マイクロガスタービン、燃料電池等の小規模分散型電源の実用化が必要不可欠

である。
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